
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

開始年月日

終了年月日

令和7年4月1日

令和12年3月31日

令和6年10月25日

八千代市

51.39km2

205,965人（令和6年3月31日現在）

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※ 5年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

八千代市循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合
は

具体的に記載

構成市町村等（作成者）名
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

八千代市

令和10年度

①日本容器包装リサイクル協会への委託（プラ法32条のルート）

　千葉県では、令和３年３月に第10次廃棄物処理計画を策定しており、その中で「千葉県ごみ処理広域
化・ごみ処理施設集約化計画」を位置付けている。八千代市は、同計画において広域化の検討対象地域に
設定されており、持続可能な適正処理の確保に向けた取組みのひとつとして、ごみ処理の広域化及びごみ
処理施設の集約化を促進することが求められている。
　八千代市では、次期施設整備方針である基幹的設備改良事業後の次々期施設整備の検討にあたっては、
人口やごみ処理量、近隣市の動向等を考慮したうえで、焼却施設の新設を行う場合と広域化を行う場合と
を総合的に比較検討し、施設整備方針を決定することを想定している。

「千葉県ごみ処理広域化・ごみ処理集約化計画」

○

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定の場合

環境省の認定ルート（プラ法33条のルート）も検討中

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

　八千代市の仮置場候補地として、第3次第2期最終処分場用地、総合運動公園
多目的広場、スポーツの杜公園、勝田台中央公園、八千代台近隣公園の5箇所
が選定されている。

八千代市（八千代市災害廃棄物処理計画）

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称）
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和5年度 令和12年度 現状比

205,965 209,442 1.7%

11,139 9,719 -12.7%

41,840 39,694 -5.1%

473 411 -13.1%

　その他排出量（トン） 1,303 865 -33.6%

⑤総排出量（トン） 54,282 50,277 -7.4%

720 658 -8.6%

　再生利用量 9,693 11,811 21.9%

18% 23%

　最終処分量 4,033 2,731 -32.3%

7% 5%

エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 0 0

　年間の熱利用量（GJ） 0 0

特記事項

⑦総資源化量（トン）

⑧埋立最終処分量（トン）

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

③生活系ごみ排出量（トン）

②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

※ 別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋⑤の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ
/人日〕

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和5年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

54,282 t
リサイクル率

17.9%

処理残さ量

6,264 t
排出量 計画処理 11.8%

53,023 t

100.0% 減量化量

40,556 t
自家処理量 76.5% 最終処分量

4,033 t

7.6%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和12年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

50,277 t
リサイクル率

23.5%

処理残さ量

5,475 t
排出量 計画処理 11.1%

49,449 t

100.0% 減量化量

35,735 t
自家処理量 72.3% 最終処分量

2,731 t

5.5%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

0 t
0 t

0.0%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

2,231 t

4.2%

88.3%

11.7%

7.6%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量

828 t

0 t

直接資源化量

49,449 t
2,731 t

5.5%

5.5%

16.7%

83.3%

41,210 t

11,811 t

0 t

0.0%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

2,744 t8,239 t

6,203 t

1,259 t 9,693 t

53,023 t
46,820 t 4,033 t
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

　事業系一般廃棄物は、八千代市清掃センターで受け入れており、事業者自ら八千代市清掃センターに搬
入するか、許可業者に処理を委託することとしている。今後も、現在の処理体制を継続するとともに、事
業者に対する指導及び助言を行い、適正な処理を実施する。

表３のとおり必要な施設整備、表４のとおり計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を
表５で示す。

ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

　分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。
　本市の生活系ごみは、八千代市清掃センターにて、本市が主体となり処理を行っている。
　現状の分別区分は、可燃ごみ、不燃ごみ、資源物（紙類（新聞紙、雑誌類、ダンボール、雑がみ）、布
類、びん類、缶・金属類、ペットボトル、紙パック、白色トレイ、廃食用油）、有害ごみ及び粗大ごみの
５区分（12品目）である。今後、現在可燃ごみとして収集・処理しているプラスチック製容器包装廃棄
物とプラスチック使用製品廃棄物について、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律に基づ
き、分別収集ならびに再商品化の実施に向けた取組みを進める。
　また、八千代市清掃センターの粗大ごみ処理施設は、竣工から40年以上が経過し、老朽化が進んでい
る。今後も安定的かつ効率的な処理を実施するため、令和10年度の竣工を目指して粗大ごみ処理施設の
基幹的設備改良工事を実施する予定である。
　その他、平成26年度から平成28年度にかけて実施した焼却処理施設の基幹改良工事の延命化目標年度
が迫っていることから、再度延命化を図るため基幹改良工事を計画します。

ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後
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表２　八千代市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

可燃ごみ
焼却

（焼却灰）人工砂化，溶
融金属回収，埋立

八千代市清掃センター
（焼却処理施設）

可燃ごみ 焼却
（焼却灰）人工
砂化，溶融金属
回収，埋立

八千代清掃センター
（焼却処理施設）

（焼却灰）委託
八千代清掃センター

（一般廃棄物最終処分場）

不燃ごみ 不燃ごみ

有害ごみ 有害ごみ

粗大ごみ 粗大ごみ

プラスチック製
容器包装廃棄物

プラスチック使
用製品廃棄物

紙類 紙類 売却 売却

布類 布類 売却 売却

びん類 びん類 委託、売却

缶・金属類 缶・金属類 売却

ペットボトル ペットボトル 圧縮・梱包 売却

紙パック 紙パック 売却 売却

白色トレイ 委託 白色トレイ 資源化 委託

廃食用油 売却 廃食用油 売却 売却

現 状（令和5年度） 今 後（令和12年度）

八千代市
分別区分 処理方法

処理施設等

八千代市清掃センター
（粗大ごみ処理施設）

八千代清掃センター
（粗大ごみ処理施設）

資源化

売却

破砕・選別等処理後、
焼却・埋立または資源化

売却、
八千代清掃センター

（焼却処理施設,一般廃棄
物最終処分場）

破砕・選別等処理
焼却・埋立

または資源化

八千代清掃センター
（選別）

資源化

再商品化
（委託）

再商品化

資源化
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表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
八千代市清掃センター
粗大ごみ処理施設

事業主体 八千代市

工種 改良（改造）工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

基幹的設備改良工事に
より、安定的かつ効率
的な処理を継続するた
め

施設種別 リサイクルセンター

処理方式 横型回転式衝撃破砕

処理能力（単位） 50ｔ/5ｈ

事業期間 R8～R10

竣工（事業完了）予定年月 R10.6

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

八千代市上高野1384
番地7

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項
目を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

八千代市国土強靭化地
域計画【補正版】

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 －

CO2削減率
※改良事業の場合

3.0%

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場

合
－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合
－

備考
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表３－Ｂ　エネルギー回収等のための整備事業

事業番号 2 3

施設名称
八千代市清掃センター

焼却処理施設１・２号炉
八千代市清掃センター
焼却処理施設３号炉

事業主体 八千代市 八千代市

工種 改良（改造）工事 改良（改造）工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

基幹的設備改良工事によ
り、安定的かつ効率的な
処理を継続するため

基幹的設備改良工事によ
り、安定的かつ効率的な
処理を継続するため

施設種別
ごみ焼却施設（エネル

ギー回収あり）
ごみ焼却施設（エネル

ギー回収あり）

型式及び処理方式 全連続式流動床炉 全連続式ストーカ炉

処理能力（単位） 60ｔ/24ｈ×2基 100ｔ/24ｈ

事業期間 R11～R14 R11～R14

竣工（事業完了）予定年月 R15.4 R15.4

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
八千代市上高野1384番地7 八千代市上高野1384番地7

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－ －

プラ要件化の経過措置 － －

エネルギー回収率
※発電・熱回収がある

場合
未定 未定

余熱利用の計画 場内給湯・温水プール 場内給湯・温水プール

外部供給における利活
用の概要

－ －

CO2削減率
※改良事業の場合

3.0% 3.0%

燃料の利用計画
※ごみ燃料化施設を整

備する場合
－ －

バイオガス熱利用率
※バイオガス化施設を

整備する場合
－ －

バイオガスの利用計画
※バイオガス化施設を

整備する場合
－ －

備考

10



計画１人１日平均排出
量（g）

計画収集人口（人）

計画直接搬入量
（t/日）

計画年間日平均処理量
（t/日）

t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

通知に基づく施設規模
（計画１人１日平均排出量×計画収集人口

＋計画直接搬入量）÷実稼働率

t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

災害廃棄物処理計画へ
の受入の記載有無

災害廃棄物処理量
（見込み％）

災害廃棄物処理量を見込
んだ通知に基づく施設規

模
t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

適切な施設規模よりも大
きいまたは小さい施設規

模で整備する場合

備考
本事業については、詳細
検討実施前のため、未定
です。

本事業については、詳細
検討実施前のため、未定
です。

エネルギー回収のありなしに関わらず、焼却施設を環境省所管の交付金等を活用し、整備する場合は下記を記載
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表３－Ｃ　廃棄物運搬中継のための整備事業

事業番号

施設名称

事業主体

工種

事業目的
（新設等の理由）

型式及び処理方式

処理能力（単位）

事業期間

竣工（事業完了）予定年月

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

プラ要件化の経過措置

プラ施設整備事業

関連する広域化・集約化
事業の概要

施設へのごみの直接持ち
込みの有無

取扱う収集品目

備考
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表３－Ｄ　有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事業及びし尿処理施設の改良等

事業番号

施設名称

事業主体

工種

事業目的
（新設・改良等の理由）

施設種別

型式及び処理方式

処理能力（単位）

事業期間

竣工（事業完了）予定年月

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

CO2削減率
※改良事業の場合

処理する有機性廃棄物
※汚泥再生処理センター

を整備する場合

資源化の方法
※汚泥再生処理センター

を整備する場合

資源化物の利用方法
※汚泥再生処理センター

を整備する場合

堆肥の利用計画
※ごみ堆肥化施設を整備

する場合

飼料の利用計画
※ごみ飼料化施設を整備

する場合

計画処理人口及び面積
※コミュニティ・プラン

トを整備する場合

備考
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表３－Ｅ　適正な最終処分のための整備事業

事業番号

施設名称

事業主体

工種

事業目的
（新設等の理由）

埋立て場所

型式及び処理方式

処分場総面積

処分場埋立面積

処分場埋立容積

事業期間

竣工（事業完了）予定年月

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

プラ要件化の経過措置

埋立期間

埋立開始（予定）年月

埋立終了（予定）年月

跡地利用計画

備考
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ②

関連する本体事業の番
号

1 2,3

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 八千代市 八千代市

事業目的
設備更新によるCO2削

減のため。

設備更新によるCO2削

減のため。

事業概要
粗大ごみ処理施設基
幹的設備改良工事の
発注仕様書作成等

焼却施設基幹的設備
改良工事の発注仕様

書作成等

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○

プラ要件の経過措置 － －

プラ施設整備事業 － －

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設 焼却施設 粗大ごみ処理施設 最終処分場 し尿処理施設

施設名
八千代市清掃センター

焼却処理施設１・２号炉
八千代市清掃センター
焼却処理施設３号炉

八千代市清掃センター
粗大ごみ処理施設

八千代市一般廃棄物
最終処分場(第３次)

八千代市衛生センター

施設所有主体 八千代市 八千代市 八千代市 八千代市 八千代市

型式及び処理方式 全連続式流動床炉 全連続式ストーカ炉 横型回転式衝撃破砕 セル方式
標準脱窒素処理＋凝集

分離処理

処理能力（単位） 60ｔ/24ｈ×２基 100ｔ/24ｈ 50ｔ/5ｈ 141,000㎥ 40kL/日

エネルギー回収の有無 有 有 － － －

竣工年月 H1.3 H13.3 S57.10 H6.3 S57.8

廃止又は休止（予定）年月

施設所在地 八千代市上高野1384番地7 八千代市上高野1384番地7 八千代市上高野1384番地7 八千代市上高野1010番地1
八千代市大和田新田

584-1

想定される浸水深 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ

浸水対策

交付金を活用した解体を実
施する場合、その交付条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

備考
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４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和5年度 目標　: 令和12年度

人口 構成比 人口 構成比

189,330 91.9% 194,273 92.8%

0 0.0% 0 0.0%

11,628 5.7% 11,208 5.4%

200,958 97.6% 205,481 98.1%

4,574 2.2% 3,619 1.7%

433 0.2% 342 0.2%

5,007 2.4% 3,961 1.9%

205,965 100.0% 209,442 100.0%

1,153 773

10,214 9,157

11,367 9,930

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

令和5年度の合併処理浄化槽の人口構成比（5.7％）について、Excel上の端数処理が異なるため、P28の「生活排水
の処理の実績と予測」における令和5年度の合併処理浄化槽人口の汚水処理人口普及率（5.6％）と整合しない。

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとす
る。

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

合計（キロリットル）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

ア 生活排水処理の現状と今後

　生活排水の処理については、生活雑排水未処理地区において、引き続き下水道の整備や高度処理型合併
処理浄化槽への転換を進めていく。また、下水道施設の整備開始から50年以上が経過し、施設全体の老
朽化が進行していることから、今後も長期的に維持していくために下水道施設の計画的な点検・調査を進
めていく。
　本市のし尿及び浄化槽汚泥については、八千代市衛生センターにて高度処理を行い、河川に放流してい
るが、施設の稼働から約50年が経過し、抜本的な整備が必要であることから、令和6年3月に「八千代市
し尿及び浄化槽汚泥処理に関する方針」を策定し、し尿などを脱水・希釈して流域関連公共下水道に投入
する新たな施設を整備する方針とした。

　合併処理浄化槽の整備については、表７のとおり行う。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 4

事業主体 八千代市

事業名称 浄化槽設置整備事業

現有設備の内容

直近の整備済み基数
（基）

（令和５年度）
2,735基

処理人口（人） 11,628人

整備計画

整備計画基数（基） 75基

整備計画人口（人） 420人

事業期間 R7～R11

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

八千代市国土強靭化
地域計画

備考
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策

ア ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

　ごみ減量・リサイクル促進のため、市民に対しては、ごみ分別の徹底や食品ロス削減、生ごみの水切り
等の啓発を実施する。事業者に対しては、事業系一般廃棄物と産業廃棄物の分別及び適正処理や多量排出
事業者及び大規模事業所の抽出による発生源における排出抑制、消費者が必要な分だけ購入できるような
販売体制の見直しの啓発を実施する。
　また、排出者が分かりやすいごみ分別方法に関するパンフレット等の作成、ごみ減量化の必要性やごみ
減量に向けた手法等の情報提供、八千代市清掃センターに搬入されたごみを選別し、資源化及びごみの処
分量の削減を実施する。

イ プラスチック資源に関する施策内容

　プラスチックごみの削減のため、レジ袋や包装紙等の容器包装ごみの発生抑制や使い捨て品の使用抑
制、ごみ減量学習会等でマイバッグやマイボトルの利用を啓発・推進する。
　また、遅くとも令和10年度からのプラスチック使用製品廃棄物等の分別収集ならびに再商品化の実施
に向けた取組みを進め、リサイクル率向上を図る。したがって、市民や事業者と一体となり、効率的かつ
適正な処理ができる体制の検討や、市民に対してプラスチック使用製品廃棄物等の適切な分別方法等につ
いての情報提供及び啓発を実施する。

　今後も安全で適正なごみ処理を維持できるよう、プラスチック使用製品廃棄物等の分別収集実施や社会
情勢、近隣市の状況等を踏まえた適正な手数料水準の検証を行いながら、有料指定ごみ袋制度や粗大ごみ
の処理における手数料等の現行制度を継続していく。

ウ ごみ処理手数料有料化の実施内容

エ リチウム蓄電池に関する対策

リチウム蓄電池は、八千代市ごみ減量協力店ならびに販売店等で回収を行っている。今後も引き続き、
市民に対し、リチウム蓄電池の正しい排出方法やごみへの混入の危険性について周知啓発を行うことで、
適正排出に努める。

20



カ 災害時の廃棄物処理に関する事項

オ 事業系ごみに関する施策内容

　事業系ごみの削減のため、事業者に対しては、事業系一般廃棄物と産業廃棄物に分別及び適正処理、従
業員教育による意識向上、ペーパレス化推進によるごみの発生抑制を考慮した事業活動を実施するよう呼
びかけ、簡易梱包や簡易包装の推進を図り、過剰包装等によるごみの発生を抑制するよう啓発等を実施す
る。

　災害時に適正かつ円滑・迅速に廃棄物処理を行うため、八千代市災害廃棄物処理計画に基づいた処理体
制の確保に努める。また、災害廃棄物処理に係る研修会に参加する、個別の業務マニュアルを作成する
等、災害廃棄物対策のための人材の育成・確保を行うとともに、必要な情報収集や資料作成等を行う。

キ 生活排水対策

　生活排水の処理については、生活排水処理率の向上のため、引き続き、公共下水道の整備ならびに接
続、高度処理型合併処理浄化槽の設置を促進していく。
　し尿及び浄化槽汚泥の処理においては、今後も適正な収集運搬ならびに処理・処分を継続するため、収
集業者に対する指導や八千代市衛生センターの適正な維持管理を実施していくとともに、現施設の老朽化
に伴う新たな施設の整備に向けた取組みを進める。
　その他、市民に対し、生活排水対策の必要性や下水道及び合併処理浄化槽の利用促進、浄化槽の適正管
理に関する啓発、水質保全対策や水辺の環境保全に関する環境学習及びイベントの開催を推進していく。
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

　八千代市は、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、八千代市、千葉
県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。

　計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後評
価、目標達成状況の評価を行う。また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映
させるものとする。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すも
のとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

0 2,476,650 0 2,476,650 0 0 1,733,655 742,995 0

1 八千代市 50 t/5h R8 R10 R9 R10 2,476,650 2,476,650 0 1,733,655 742,995

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,3 八千代市 220 t/日 R11 R11 - - 未定 0 0 0 全体事業期間：R11～R14

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 26,774 0 26,774 12,122 0 0 14,652 0

① 八千代市 R7 R7 R7 R7 12,122 12,122 12,122

② 八千代市 R10 R10 R10 R10 14,652 14,652 14,652

0

ごみ焼却施設基幹的設備改良工事に係
る発注仕様書等作成業務

適正な最終処分のための整備事業

計画支援事業等

粗大ごみ処理施設基幹的設備改良工事
に係る発注仕様書等作成業務

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

八千代市清掃センター粗大ごみ処理施
設基幹的設備改良工事

エネルギー回収等のための整備事業

し尿処理施設の改良事業等

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

八千代市清掃センターごみ焼却施設基
幹的設備改良工事

廃棄物運搬中継のための整備事業

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

65,445 65,445 13,089 13,089 13,089 13,089 13,089

4 八千代市 R7 R11 R7 R11 65,445 65,445 13,089 13,089 13,089 13,089 13,089

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

75 基 65,445 65,445 13,089 13,089 13,089 13,089 13,089

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 2,568,869 0 2,568,869 25,211 13,089 1,746,744 770,736 13,089合 計

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳
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一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

①総人口（人） 202,561 203,524 204,818 205,965 208,414 209,705 209,877 210,094 210,267 209,863 209,442

②事業系ごみ排出量
（トン）

10,813 11,549 11,572 11,139 11,109 10,809 10,508 10,236 9,908 9,814 9,719

③生活系ごみ排出量
（トン）

44,490 44,098 43,124 41,840 42,222 41,858 41,271 40,806 40,113 39,903 39,694

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

510 505 491 473 473 464 455 446 422 417 411

その他排出量
（トン）

1,586 1,536 1,426 1,303 1,267 1,195 1,121 1,055 987 924 865

⑤総排出量
（トン）

56,889 57,183 56,123 54,282 54,597 53,861 52,900 52,097 51,008 50,641 50,277

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

769 770 751 720 718 704 691 678 665 661 658

⑦総資源化量
（トン）

12,050 11,535 10,143 9,693 10,496 10,481 10,423 10,403 11,507 11,656 11,811

⑧埋立最終処分量
（トン）

3,182 3,297 3,967 4,033 3,089 3,045 2,988 2,939 2,800 2,765 2,731

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

6,780 6,576 6,402 6,203 6,259 6,346 6,404 6,485 7,760 7,999 8,239

年間日数
（日）

365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365

指標・単位

過去の状況・現状 予測
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1,586 1,536 1,426 1,303 1,267 1,195 1,121 1,055 987 924 865 

44,490 44,098 43,124 41,840 42,222 41,858 41,271 40,806 40,113 39,903 39,694 

10,813 11,549 11,572 11,139 11,109 10,809 10,508 10,236 9,908 9,814 9,719

56,889 57,183 56,123 54,282 54,597 53,861 52,900 52,097 51,008 50,641 50,277 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

12,050
11,535

10,143 9,693
10,496 10,481 10,423 10,403

11,507 11,656 11,811

3,182 3,297
3,967 4,033
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過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）
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（人） 総人口の推移
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（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）
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目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

総人口（人） 202,561 203,524 204,818 205,965 208,414 209,705 209,877 210,094 210,267 209,863 209,442

185,828 186,807 188,042 189,330 191,939 193,357 193,744 194,177 194,569 194,429 194,273

91.7% 91.8% 91.8% 91.9% 92.1% 92.2% 92.3% 92.4% 92.5% 92.6% 92.8%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

11,078 11,260 11,487 11,628 12,153 12,062 11,906 11,750 11,592 11,400 11,208

5.5% 5.5% 5.6% 5.6% 5.8% 5.8% 5.7% 5.6% 5.5% 5.4% 5.4%

未処理人口（人） 5,655 5,457 5,289 5,007 4,322 4,286 4,227 4,167 4,106 4,034 3,961汚水衛生未処理人口

生活排水の処理の実績と予測

　指標・単位

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

過去の状況・現状 予測

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

5,655 5,457 5,289 5,007 4,322 4,286 4,227 4,167 4,106 4,034 3,961
11,078 11,260 11,487 11,628 12,153 12,062 11,906 11,750 11,592 11,400 11,2080 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

185,828 186,807 188,042 189,330 191,939 193,357 193,744 194,177 194,569 194,429 194,273

202,561 203,524 204,818 205,965 208,414 209,705 209,877 210,094 210,267 209,863 209,442
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 生活排水処理人口の推移

公共下水道（人）

集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等

（人）

未処理人口（人）
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対象地域図
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現有施設位置図
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現有施設の概要

種類

埋立開始 平成7年11月（平成22年4月再開）

処理方式 セル方式

埋立面積 12,300ｍ
2

埋立容積 141,000ｍ
3
（埋立予定期間：26年間）

処理能力

処理方式

余熱利用

灰処理方式

項目 施設概要

八千代市清掃センター焼却施
設（1・2号炉）

八千代市清掃センター焼却施
設（3号炉）

平成元年3月
（排ガス高度処理設備工事：
平成11年度～平成14年度）
（基幹的設備改良工事：平成
26年度～平成28年度）

平成13年3月
（基幹的設備改良工事：平成
26年度～平成28年度）

120ｔ/日
（60ｔ/24ｈ×2基）

粗大ごみ
処理施設

施設名

竣工年月

処理能力

100ｔ/日
（100ｔ/24ｈ×1基）

方式：全連続燃焼式
炉形式：流動床炉

方式：全連続燃焼式
炉形式：ストーカ炉

場内給湯・温水プールへの熱
供給

場内給湯・温水プールへの熱
供給

加熱脱塩素化処理、セメント
固化、薬剤処理

加熱脱塩素化処理、セメント
固化、薬剤処理

焼却施設

施設名

竣工年月

処理能力

施設の概要

八千代市清掃センター粗大ごみ処理施設

昭和57年10月

50ｔ/5ｈ

破砕方法：横型回転式衝撃破砕
選別方法：電磁式吊下型磁選機（磁性物）
風力選別機、回転ふるい（非磁性物）

施設の概要

最終処分場

施設名 八千代市一般廃棄物最終処分場（第3次）

平成6年3月

施設の概要

浸出水処理能力：80ｍ3
/日

浸出水処理方法：カルシウム除去→回転円板式生物処理
→凝集沈殿→砂ろ過処理→活性炭吸着
処理→減菌処理→放流

竣工年月

し尿処理
施設

施設名 八千代市衛生センター

竣工年月 昭和57年8月(改修工事：平成6年度～平成7年度)

処理水保証水質

BOD：10mg/L以下
SS：10mg/L以下
総窒素：1mg/L以下
※放流先：印旛放水路（新川）

40kL/日（浄化槽汚泥20kL/日，し尿20kL/日）

標準脱窒素処理＋凝集分離処理
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浄化槽整備区域図及び浄化槽処理促進区域図（汚水適正処理構想図）

出典：八千代市汚水適正処理構想（令和5年度）

凡例

公共下水道

合併処理浄化槽
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八千代市防災ハザードマップ

出典：八千代市防災ハザードマップ　清掃センター周辺を抜粋

清掃センター
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国土強靭化地域計画

出典：八千代市国土強靱化地域計画【補正版】令和３年３月（令和４年３月一部補正）　53ページ
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出典：八千代市国土強靱化地域計画に係る国庫補助事業等を活用して実施予定の具体的な個別事業の一覧について
（危 第1164号令和6年3月13日）　11ページ
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